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Ⅰ 問題の所在
障害者を権利の主体者として位置づけ健常者との社会的・経済的統合を指向して創設された障
害者差別禁止法 (Disability Discrimination Act 1995・以下 DDA) は, 草案過程から社会モデ
ルにおいても賛否両論の論争が盛り上がり, 多くのイギリス人の ｢反響を呼び, 影響を及ぼし,
障害者の雇用その他の生活領域へのインパクトは多大なものがあった｣(1), あるいは ｢障害者と
雇用との相関関係に関する著述は, この 20 年間に急激な増大をみた｣(2) など, 関心の高さと少な
からぬ影響について指摘されている.
他方で, 制定過程とその後の実施状況を省みて, ｢障害者に関する雇用, 教育, 交通 (運輸),
商品・施設・サービスの供給に関する著書や活動家によるより強い権限付与の要求のほとんどは,
市民的権利に基づくもので, 社会権は近年評判を悪くしてそれを根底に置く論調は乏しく, 障害
者のアクセスに対する全体的な障壁除去にはむしろ消極的｣ で, ｢性格の異なるタイプの権利が
互いに補強し合って, 社会的公正の実効性を確保する仕組みを構築するものとはなっていな
い｣(3), あるいは ｢性差別禁止法 (Sex Discrimination Act 1975・以下 SDA)や人種差別禁止法
(Race Relations Act 1976・以下 RRA) と同じように嘱望されて創設された法制とはいい難
い｣(4) などと述懐されてもいる.
確かに, DDA およびそれの雇用関連条項, 商品・施設・サービスに関する差別禁止規定等は
制定翌年 (1996 年 12 月) の効力発生を余儀なくされ, 障害者人権委員会 (Disability Rights
Commission) の設立も 2000 年に, また雇用以外の領域の差別関連条項の実施はさらに 2004 年
までずれ込み, これら領域における使用者の合理的調整義務は 4 年間にも亘って (1999 年 10 月
まで) 実施されなかったことなどの推移は, SDA・RRA 実施の運びとの違いを顕著に物語って
いる.
内容的にも, ｢せいぜい, 中途半端な措置と不承ぶしょうの改革であった｣ と評言する向きも
ある(5). DDA の差別へのアプローチは, SDA (5 条 3 項) や RRA (3 条 4 項) とは異なり間接
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差別禁止の規定を含まず直接差別のみを禁止する制度枠組みの中に, 障害者の労働へのアクセス
も組み込まれている. その点についての立法趣旨や実務準則 (Code of Practice for the elimina-
tion of discrimination in the field of employment against disabled persons or persons who
have had a disability) の解釈, 判例法理の展開が注目される. 実践的には, 労働へのアクセス
の実効性と不可分に関わる重要テーマの 1 つに, 使用者の出費増・経費負担増が挙げられるが,
使用者に対する合理的調整措置の法的義務づけに至るまでの激しい論争は, ｢高価につく法律｣
との見方の根底にある経済的整合性論の観点から, 義務履行の実効性確保の難しさが危惧されて
もいたのである(6).
近年では, 判例法理の形成が障害者生活における機会均等の拡大に寄与してきている点(7)を評
価しながらも, DDA の法的弱点とりわけ法に内在する反作用的性格を指摘して, 実効性を伴う
改正を促す論調は少なくない. 1998 年の改正では, 適用対象者を従来の 20 人から 15 人の従業
員を雇用する使用者へと拡大したが, それはイギリス企業のおよそ 92.5％に出費増を促すもの
といわれ, その過程においても障害者の雇用には ｢相当の費用が嵩む｣ と危惧する声は根深く,
マーガレット・ホッジ雇用機会均等大臣は ｢使用者の間に存在しているそうした危惧や疑念, 恐
怖心に対する挑戦こそが課題である｣ と諭したほどであった(8). 結局, 批判を温存したまま小企
業主は, 適用除外とされたのである(9).
本稿では, 社会権の補強を放棄したまま市民的権利を機軸に創設された, と評される DDA に
おける使用者の合理的調整義務に焦点を当てる. その実効性を考察する切り口として, 合理的調
整義務の法的性格・仕組み, 義務不履行の判断基準とりわけ使用者の義務不履行の ｢正当化｣ に
関する判例法上 (2003 年度まで) の争点と動向, 法的限界性などにつき法的, 実践的考察を試
みたいと考える.
なお, DDA 1 条 1・2 項にいう‘disability’‘disabled person’という用語を ｢障害｣ と表記
することには異論もあり, 多岐に分かれて論じられているが(10), 本稿では一部を除きとりあえず
｢障害｣ もしくは ｢障害者｣ という表記で統一する.
Ⅱ 市民的権利を基礎に構成された使用者の合理的調整義務
1 合理的調整義務の意義
障害者の労働へのアクセスは, 障害者の持つ障害の故の差別と密接不可分に結びついている.
障害労働者のニーズを充たすべく提供する追加費用・出費増に関する現状認識は, 障害者の就労
機会を低迷させている障壁の一つである. DDA の立法趣旨は, 生産性の低さ (仕事が遅い完成
度が低いなど) や出費増を余儀なくされるなどの理由で招くかも知れない差別性に対応して, 労
働へのアクセスを支援・助長するところにある. 例えば, 応募資格のある障害者および障害従業
員にとって必要とされる, 企業施設 (所有ばかりでなく占有も含む) の改修や機器・器具の改良
を行い (出費増), 従来の労務管理や労働慣行に改正もしくは修正を加えるなどの措置を講ずる
社会福祉論集 第 117 号
22
ことにより, 障害者雇用に関わる差別や不平等を払拭するところにある(11).
障害者の労働へのアクセスに伴う潜在的コスト増, 換言すれば, 障害者が有給雇用 (paid em-
ployment) の仕事を得るに際し, 従来は ｢非生産的｣ あるいは ｢不利益｣ と看做されてきた先
入観や伝統的・固定的な旧枠組み概念を払拭し, 合理的調整措置の履行を助長するものである(12).
そこで, DDA は, ｢費用が嵩む｣ ことと ｢間接差別の禁止を明文化していない｣ こととの均衡
を, ｢使用者に合理的調整措置を講ずる法的義務を課すことに拠って保とう｣ とした(13). この措
置の義務化は, 障害者に対する雇用へのアクセス機会の均等化と公正な処遇の促進可能性を担っ
ており, 割当雇用率制の廃止(14)と入れ違いに創設された DDA 上の ｢核心部分をなすもの｣ とい
える(15).
しかし DDA は, その上で合理的調整義務不履行の ｢正当化を立証｣ する権利を使用者に付与
している. この仕組みこそ, 使用者側に立証責任を負わせることによる形式的公平性を繕っては
いるが, ｢社会権による補強を議会に求める姿勢を放棄したまま, 市民的権利 (civil and human
rights) のみに依拠した秩序化｣(16) を実現させるものであった.
物理的に労働環境を適合させる改良よりも, 労働日の組み合わせに関する要求の方が多い傾向
にあることなどを理由に, 障害者を雇う場合のコストと, 健常者を雇う場合のコストにそれほど
差異はないとの主張がある一方, 他方で, 障害者の職場への適応性を要請する立場からは, 障害
者にとって不利な労働環境全体を問題視するというより, むしろ ｢機能障害の明確化 (障害者性
の認定)｣ に焦点を当てるものとなっており, 労働へのアクセスは経済的整合性の観点から入り
口の段階で ｢不利に扱われ｣, ｢失業者群に組み入れられることもない｣(17) など尻抜けや実効性を
危惧する声は強いのである.
2 合理的調整義務の法的性格
障害者に対する雇用差別は, 使用者が ｢障害者のもつ障害に関連する理由に基づいて, その理
由が適用されない場合の他の者に対する処遇に比し, 障害者を不利に処遇した場合｣ において
(5 条 1 項 a 号), 差別したものと看做されるのであるが, これが他ならぬ直接差別禁止規定であ
る. 直接差別の定義をいかに広く捉えたとしても, ｢間接差別でカバーする領域とそれとでは基
本的に異なる｣ といわざるを得ない(18). アイリン・マッコルガンは, 使用者の合理的調整義務は
｢間接差別の明示的禁止規定の欠如を補完する措置として重要｣ であり, ｢障害者差別禁止制度の
核心部分をなす｣ もので, むしろ ｢直接差別により法的に委ねられた積極的行為を要請するも
の｣(19) と位置づけている.
DDA は, 使用者が障害者を健常者より有利に処遇することを義務づける規定を置いていない
し, 使用者が自発的に障害者を格別有利に扱うことを禁じる規定も置いていないことなどから,
ブライアン・ドイルは使用者の合理的調整義務を ｢ポジチーブ・アクシﾖンの一類型｣(20) と位置
付けている. 未だ障害者雇用の機会均等に対する障壁が散在する状況の中で, 合理的調整義務の
法的性格は, いずれにしても上述のごとく積極的に把握されなければならないであろう.
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使用者に立証責任を負わせる仕組みを採用しているとはいえ, 実際, 訴訟で争う場合の入り口
から出口までの道程は, 必ずしも障害者にとって解り易く使い勝手の良い法制とは評し難い. 障
害を理由とする差別の申し立て (入り口) から, 差別の認定または合理的調整義務不履行の ｢正
当化｣ の認否 (出口) に至るまでは, 日本の裁判闘争のように実務的に長期間を要していないと
はいえ, その道筋には多数の関門 (認否) が設けられ, 極めて複雑に過ぎ難渋感はまぬがれ難い
のである(21).
Ⅲ 合理的調整義務の発生要因と講ずべき措置
1 合理的調整義務の発生要因
使用者に合理的調整義務が発生する要因は, 使用者の申込事項 (arrangements) と施設の物
理的特徴 (physical feature of premises) に関する事項に分けられる. 申込事項は ｢使用者に
よりもしくは使用者のために作成された事項｣ のことで, 施設の物理的特徴は ｢使用者の占有す
るすべての施設の物理的特徴｣ のことをいうが, これらについて使用者は ｢障害を持たない者と
比較した場合, 当該障害者を不利に処遇している場合に, 当該事案のあらゆる事情において不利
な影響を及ぼすことを防止するための措置を講じなければならない｣ のである (6 条 1 項 a・b
号).
 使用者の負う講ずべき具体的調整義務
1 ) 申込事項
a ) 雇用を提供する者に関する申込事項.
b ) 提供もしくは提示される雇用・昇進・配転・職業訓練・その他の便宜供与に関する条
件およびその他の申込事項 (採用, 昇格, 昇進の手続き〈面談や採用試験への申請な
ど〉, 雇用機会が提供される条件〈可動性や柔軟性をもった条項ないし高度に医学的で
合理性を有する基準に基づく事項〉を含む)(22).
2 ) 物理的特徴
a ) 土地付き施設 (使用者の占有するすべての施設) のデザインや構造
b ) 施設へのアクセス, 退去 (非常口)
c ) 施設内もしくは施設上の固定物, 造作, 備品, 家具, 装具, 用具
d ) 施設内の土地とそれと関わる他のあらゆる物理的要素および土地と施設の性質等, 要
するに施設の外部 (屋根・壁等) の特徴や構造を意味するものではなく, 照明, 空調,
建築材料, 家具什器, 調度品, 設備など作業場の物理的環境を意味し, 見る機器 (顕微
鏡・望遠鏡など) は含まれない. 賃貸契約に基づいて占有されている不動産を改修する
場合は, 文書による承諾に基づいて (契約上の条件を踏まえて), 措置を講ずることに
なる (16 条 1 項－4 項).
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なお, この義務は, 障害者の自宅 (例えば, 在宅労働), 障害従業員が就業過程中に訪
問しなければならない他使用者の施設 (例えば, 訪問販売などでの顧客施設) にまで拡
張されない(23).
 講ずべき合理的措置とその程度
実務的に重要視される事柄は, つぎのごとくである.
使用者による差別について, ｢その処遇が正当なものであることを使用者が立証できない場合｣
において, ｢障害者を差別したものと看做される｣ (5 条 1 項 b 号). 使用者によって, 当該不
利な処遇が ｢正当｣ であることを立証できれば, 違法とはならないのである. 要するに, 正当
化に失敗すれば違法評価を受けることになる.
｢正当化｣ の判断基準については, 申し立てられた差別発生の要素・内容や調整措置の履行・
不履行等の実態により異なるので, 判例 (事実関係と判旨) に則し後述するが, 使用者が 6 条
1 項に基づき履行しなければならない合理的措置は, 場合によっては出費増を伴う事項を含む
ことになる (6 条 3 項).
1 ) 合理的措置
a ) 施設の調整
実務準則は, 上述事項の下で, 例えば ｢施設の調整｣ として, 出入り口を広げ, 電灯を
備え付け, 車椅子使用のため家具を移動し, 手の届かない者のため電灯のスイッチ箇所・
ドアハンドル・棚の位置等を換え, 視覚障害者の安全な移動を助けるため室内装飾に適
切なコントラストを付ける等々が含まれる, としている.
b ) 障害者の担当業務の一部を他の従業員に割り当てる
c ) 欠員補充のための異動
d ) 勤務時間の変更
e ) 他職場への配転
f ) 就業時間中におけるリハビリテーション・査定評価・治療に要する時間保証
g ) 訓練の供与または供与に関する事前準備
h ) 備品の取得または改造
i ) 教育または参考マニュアルの改正
j ) 審査または査定評価手順の修正
k ) 朗読者また手話通訳者の配置
l ) 監督者の配置
2 ) 講ずべき措置の程度
使用者が講じなければならない 6 条 1 項の措置に関する合理性判断のために, 以下の点が
特に考慮されなければならない (6 条 4 項). 使用者の財政・蓄財状況に対する配慮がかな
りの具体性をもって重視されている(24).
a ) 当該措置が影響を及ぼさないよう防止する程度
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b ) 講ずる措置の実行可能な程度
c ) 措置を講ずる場合に, 使用者が負担する財源およびその他の諸経費およびその他の措置
に伴う諸行為に及ぼす負担の程度
d ) 使用者の財源およびその他の蓄財の程度
e ) 当該措置を講ずるにあたって使用者が運用できる財政およびその他の支援の程度(本項
は, 同条 8 項に規定する規則に関するすべての定に従う)(25).
社会権の補強のないまま, 財源・蓄財の程度や合理的措置の実効可能な程度などを規定してい
る (経済的整合性の論理・市場原理の導入) ところに特徴がある. 現に後述初期の判例 (使用者
の利益擁護論) は, この規定を重視した市場原理優先の法理に依拠していた. その後, 障害者の
利益擁護論に対するバランス論の ｢経済的コンセンサスなしに, 障害労働者の雇用を継続できる
という狭きに過ぎる解釈｣ という捉え方も, ｢講ずべき措置の程度｣ の識別を重視する流れに位
置するものといえよう.
Ⅳ 判例法上の争点と判断基準の形成
1 判例の展開過程
障害者の差別 (3 項) もしくは不履行 (4 項) に関する申し立て理由が ｢特定事案の事情にとっ
て重大 (material) かつ相当 (substantial) である場合にのみ｣, 使用者の ｢処遇は正当と看做
される｣ (5 条 3・4 項) ところから, 事実関係とのかかわりで ｢重大かつ相当｣ に関する解釈が,
重要な意味を持つことになる. 軸足の置き処, どういった立場でかかる条項を捉えるかによって,
利益擁護の対象が異なることになるからである. 判例は以下のように, 使用者の利益擁護論から
障害者の利益擁護論へ, ついでバランス論の台頭という展開過程をたどってきた.
 使用者の利益擁護論
当初の判例とりわけ下級審判所のそれは, 障害の定義 (障害者性) と障害に関連する理由によ
る差別に争点が集中し, 合理的調整義務に関する論点整理は未だ雑駁で, 事実関係に関しても深
い洞察を欠いた事例が多く, 障害者の労働へのアクセスの実態に対する理解という点では, いわ
ば取りつくしまもない, 見識を欠いた論理構成に拠っていたといえる.
1 ) ｢解雇｣ に関する事案の適用除外
例えば, 就業中に背中を損傷し脊髄軟骨組織損傷に陥り, 傷病給付を支給されていた労働者が,
近い将来の職場復帰の可能性は予測し難いとして解雇された Clark v Novacold Ltd 事件(26)に関
して, IT (Industrial Tribunal・労働審判所) および ET (Employment Tribunal・雇用審判
所) は ｢解雇｣ に関する事案には合理的調整義務は適用されない, と裁決した. ここでは, ET
が示した 2 つの理由を挙げる.
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1 つは, 本件の争点とされている申込事項および施設の物理的特徴には, 6 条にいう ｢他の従
業員と比較して申請人に対し相当不利 (substantial disadvantage) な処遇をしていると思料さ
れるものは何ら見出せない｣ として因果関係の存在を否定した. 2 つには, 6 条 1 項 a 号が適用
されるのは, ｢雇用を提供する者を決定するための申込事項｣ (6 条 2 項 a 号), ｢提供もしくは供
与される雇用, 昇進, 異動, 訓練またはその他のすべての便宜供与に関わる条件またはその他の
申込事項｣ (同項 b 号)についてであり, ｢解雇は含まれていない｣ から, ｢解雇事案特有の条件
を持つ本件は適用対象とはならない｣ と, 適用を否認した (para. 77. 78).
しかし, この裁決は, 後述のごとく上級審 (EAT (Employment Appeal Tribunal・雇用上
訴審判所) および CA (Court of Appeal・控訴院) において否認されることになる.
2 ) ｢労働能力｣ の重視と ｢出費増｣ への配慮
右手機能減退と右足硬直などの症状を持つ労働者が人員削減要員に指名され解雇された
Morse v Wiltshire County Council 事件(27)において IT は, ｢重大かつ相当｣ に関し雑駁な解釈
を試み, 調整措置を講じ難い使用者側の事情に多大の理解を示した上で義務不履行の ｢正当化｣
を容認した.
まず, ①申請人の ｢労働能力が柔軟性に欠けている｣ ことは, 本件の場合, 真に ｢重大かつ相
当｣ の事由に該当し, ｢運転免許の取得が不可欠であるとすれば, 不幸にしてそれをどのように
回避するかを見定めることは困難であろう｣ とした. ついで, ②申請人を ｢作業チームに効果的
に組み込むために何をすべきかを見極めることは難しく, 必要とされる柔軟性のある労働能力に
明らかに欠ける申請人の雇用を継続させるか, 申請人に代えて他の従業員を犠牲にするか, どち
らかに決めなければならなかった｣ として, 被申請人会社の主張を肯定した.
その上で, ③合理的調整義務の不履行について, ｢使用者が当該解雇を回避するため労働条件
および職務記述書を何ら調整しなかった｣ ことは, 処遇に関する理由 (5 条 3 項の意味) におい
て ｢重大かつ相当である場合に当る｣ といえる. ただし, ｢調整を講じ難い事情が被申請人会社
にあっては, 必然的にかなりの出費を余儀なくされるであろう｣ と配慮を示し, 当該処遇および
義務不履行の ｢正当化｣ を容認した.
この裁決の ｢重大かつ相当｣ に関する解釈論は, 使用者の労働能力評価ならびに出費増の程度
を重視する度合いが極端に高いのに比し, 労働能力の柔軟性に欠けるとされる障害労働者に対す
る理解度の低さを示すものとなっている. 当初の下級審裁決からは, DDA の趣旨・目的に関す
る理解や条文の解釈は, 未だ手探りの状況にあったことが伺えるのである.
 障害者の利益擁護論
1 ) 合理的調整義務をめぐる論点整理
前掲 Morse 事件に関し, EAT の裁決は, 合理的調整義務をめぐる論点整理と因果関係の存
在を析出する手法を提起したリーディング・ケースの事案といえる.
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EAT は, ｢ET は法の解釈適用を誤った｣ として原審に差し戻したが, その理由として, ｢手
順を踏まえた審議が十分尽くされていない｣ と述べた. とりわけ, ET の ｢運転免許証が不可欠
であるならば, 不幸なことではあるが, どのようにして解雇が可能かを見極めること, また合理
的調整とのかかわりで当該障害者ができ得る可能性のあることを見極めることも困難といえる.
推測できるいかなる事柄にもかなりの出費と申請人 (被上訴人) を移送するためのチームを必要
とするが, 被申請人 (上訴人) 会社にはそれが提供できない確かな事情があった｣ (para. 12)
との認定部分に注目して, つぎのごとき詳細な論点を提起した.
) 合理的調整義務の発生時期
申請人に対する使用者の義務はいつ発生するかについて, 当該事案のような ｢使用者に特有の
事情 (人員削減) の下においても, 6 条 1・2 項の合理的調整義務は課せられるか否か｣, 仮に,
｢かかる義務が課せられるとすれば, つぎに使用者は本件のあらゆる事情に鑑みて, 6 条 1 項 a
号・b 号にいう使用者の申込事項および施設の物理的特徴が, 障害を持たない者と比較して障害
者に不利な処遇を及ぼすと看做される状況を防止するための措置を講じたか否か｣ につき審議さ
れなければならない. このことを裏返してみれば, ｢使用者が 6 条 1 項 a 号, 同条 3 項にいう講
ずべき措置を含む何らかの措置を講じたか否かについて審議を尽くすべき｣ ことを意味している.
) 合理的調整義務の不履行
6 条 3 項の目的は, ｢使用者は 6 条 1 項にいう調整義務を遵守しかつ履行可能な措置を講じた
か, 調整義務の履行を懈怠したか否かについて審議を集中する｣ ことにある. 同時に, ｢6 条 4
項の a 号から e 号に規定された要件についても併せて考察されなければならない｣. かかる論点
について手順を踏まえて審議すれば, 障害者の申請に関する事項に限って ｢使用者の義務不履行
が認定された場合においてのみ, その不履行の正当化を使用者が立証し得たかどうかについて最
終的に裁決されなければならない｣. そのことは, ｢不履行の理由が当該事案の事情に照らして
『重大かつ相当』 である場合 (5 条 3・4 項)｣ に該当することを立証し得たかどうかを論証する
こと｣ を意味している.
) 不履行の ｢正当化｣ の判断
DDA は, 使用者が障害に関連して 6 条で課された ｢義務を履行しない場合はもとより, その
義務を履行しないことが正当であることを立証できない場合｣ においても, ｢障害者を差別した
ものと看做される｣ (5 条 2 項) としている.
その点, 立証の勘所である ｢重大かつ相当｣ の解釈に際し, 申請人のカウンセラーが 6 条 3 項
に基づく ｢仕事場の変更, 就業時間中のリハビリ・アセスメント・治療での欠勤の許容,
改良した機器操作の修得, 査定評価のプロセスの修正, 監督者の配置等々の措置を要請
する勧告をし, 	同カウンセラーによる客観的審査の請求｣ 等々の提言に着目して, つぎのご
とく論点整理をした.
使用者が合理的措置を講じたか否かについては, ｢6 条 3 項に規定する諸措置は, 同条 4 項に
いう要件に関する限りでは, 実際の事情に照らして可能性があったかどうか, 使用者の調整義務
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不履行は実際上客観的に正当と看做されるのかどうか, 使用者の不履行の理由は当該事案の事情
からして 『重大かつ相当』 の場合に該当すると看做されるかどうか, また, 使用者により申請人
が人員削減要員に指名されたことについても, 指名の過程で採られた措置が合理的であったのか,
それは 『重大かつ相当』 の場合に該当し客観的に正当といえるか否か｣, そうした措置を講ずる
に当たっての ｢使用者の部分的な手抜きは正当といえるか否かなどにつき十分な論証の跡が窺え
ない｣ (para. 41-43. 45-46) と論難した.
EATにより整理された以上のごとき論点は, その後の判例法理に着実に踏襲されることになっ
た.
例えば, うつ病に罹患した労働者の解雇に関する Cosgrove v Caesar & Howie 事件(28)におい
て調整義務違反はないとした ET の判断を EAT はつぎのように述べて翻した. EAT は, 6 条の
合理的調整義務不履行の存否について, この義務は ｢使用者が負うものである｣ こと, ｢上訴人
(申請人) に与えられた証拠のみが合理性と効果的な調整に関して全体的に不当の疑いのないこ
とを立証する事案である｣ ことなどを指摘した上で, しかしながら, ｢被上訴人 (被申請人) 事
務所を長期間に亘って欠勤し, 客観的にみて疾病に対応した上訴人の勤務は標準以下であり, 開
業医さえ何ら有効な調整条件を提示できなかった｣ が故に, 当然の結果として使用者に課せられ
た 6 条の義務は ｢正当に履行されたものと一般的に看做されるべきであるということにはならな
い｣ (para. 7-9) と説示した.
また, 重度の視力障害と失語症に罹患している労働者の解雇に関する British Sugar plc v
Kirker 事件(29)において EAT は, DDA と RRA および SDA との相違点に着目して, 不服の申
し立ての真因は, ｢被上訴人 (申請人) は, ひたすら障害を理由にマークされていたということ｣
である. したがって, ｢因果関係の解明以外に, 人員削減要員のなかの他の従業員の評価点を考
量することは不必要であった｣ (para. 33-35) と述べた.
あるいは, 背中を損傷して元の職務の遂行ができなくなったとして解雇された労働者に関する
Kent County Council v Mingo 事件(30)に関し ET が, ｢認定した事実に基づき被申請人協議会は
違法な差別を犯した｣, それ故に申請人は ｢不当に解雇されたものである｣ と認定したのに対し,
EAT は, ｢上訴人協議会の人事委員会が, 仮に被上訴人を A ランクの再配転対象者として処遇
したなら, 認定された事実に基づき再配転され, 解雇はされなかったであろう｣ (para. 26) と
切り替えした.
2 ) 間接差別を含む領域にまで適用拡大
Clark 事件に関し CA は, 明文上は間接差別禁止規定のない DDA 上の差別の捉え方について,
立法趣旨説明や具体的事例を挙げ間接差別を含む領域にまで, 適用され得るとする立場を打ち出
した.
その 1 は, SDA および RRA と DDA との立法趣旨の違いを指摘した. DDA 制定過程におけ
る社会保障・障害者担当大臣 (Minister for Social Security and Disabled People) の第 2 読会
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での発言, すなわち ｢法案は, 直接差別と同じ様に間接差別に関しても, 犬がカフェに入ること
が認められないという事情と, 盲人がカフェに入ることができないということとは結果的に同じ
であって, 明らかに盲人に対する間接差別であり違法であるとして扱う旨草案されている｣
(para. 65. 68-69) との趣旨説明を引用した(31).
その 2 は, 同大臣は読会において, ｢DDA は障害者に不利に影響する規準の活用, 管理手法,
実務ないし業務の遂行などにつき手堅くカバーしており, カバーすることが意図されていると述
べている｣ (para. 67) 点を指摘した(32).
その 3 は, 実務準則で示された違法差別の事例 ｢あるウエイターが障害者の客に障害の故に食
事するのが困難であることを理由に, レストランを出るよう求めたが, 食事するのが困難でない
他の客にはサービスを提供した. それ故, ウエイターは障害を持つ客の障害を理由に不利に処遇
したことになる. その処遇は障害者に対して……食べるときに困難である……という理由に拠っ
ていたが, 不利な処遇についての理由は他の客に対して適用されなかった. もしウエイターが不
利な処遇について正当化できなければ, ウエイターは障害者に対して違法な差別をしたことにな
る (para. 2. 12)｣ (para. 70-72) を引用した.
CA は, これら事項を引用することにより, ｢SDA・RRA 上においては, 間接差別の枠内で
把握される事例といえるが, DDA 上は直接差別の延長線上で扱われ, 実質的には間接差別の領
域まで適用が拡大されると解するのが相当である｣ (para. 30-34) とする判断基準を示したので
ある.
その上で, 不履行の正当化の判断は, 6 条の義務不履行に対する使用者の理由が, 5 条 4 項に
よって正当と看做されるかもしれないとしても, ｢使用者がどういう措置を講ずべきかを考慮し
ていなかったなら, 合理的措置の不履行を正当化することは, 実際上は困難｣ といえよう. 5 条
4 項は, 2 項の目的に照らして不履行の理由が ｢特定事案の事情にとって重大かつ相当である場
合においてのみ正当と看做される｣ (para. 36-37) としているところから, ｢重大かつ相当｣ に
重い比重をおいて判断すべきとする解釈論を提示したのである(33).
これは, 前述マッコルゲンの ｢合理的調整義務の概念は, 法域のなかにあって障害者差別禁止
法制の核心部分をなしており, 直接差別よりむしろ法的に委任された積極的行為に関する規定と
いえる. 合理的調整義務を果たすべき正当化事由の不十分さは, 差別行為と看做される｣ に同調
する立場といえる.
3 ) ｢解雇｣ に関する事案への適用容認
Clark 事件において問題となった ｢解雇｣ の事案への適用について, IT および ET が否認し
たのに対し, EAT は, 解雇の事案にも 6 条は適用可能であると切り替えしたのであるが, さら
に CA はつぎのように述べてこの問題に決着を着けた.
すなわち, 6 条は解雇, 給付の終了および余剰人員について明記していないが, 実務準則は,
｢障害に関連する理由での障害者の解雇 (早期退職強要も含む) は正当化される必要がある. そ
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のための理由づけは, 何らかの合理的調整 (例えば, 他の従業員との業務交代, 配置転換, 欠員
補充, 就労時間の短縮, 生産性の削減, 6 条 11 項の 『給付の終了』 等) によって除かれないも
のでなければならない｣ (para. 6. 21) としている. これは, 本件のような解雇事案への適用を
当然のことと推定している. 5 条 2 項と 6 条に依拠した本件申し立ては, 人員削減の人選規準と
解雇前の 6 条による使用者の合理的調整義務不履行に対する, 批判に関する使用者の申込事項に
ついてである点に着目することが重要である (para. 76-78. 84), と説示した.
かくして, ｢解雇事案への適用｣ は確定を見たのであるが, 先行した Morse 事件に関して
EAT もすでに同旨の判断を示していたものである.
 バランス論の台頭
左手親指を損傷し従前の労働能力を失った労働者の解雇に関する Baynton v Saurus General
Engineers Ltd 事件(34)において EAT は, ｢障害者と使用者双方の利益均衡の保持｣ を図るバラ
ンス論を提起した. それは, Morse 事件および Clark 事件に関する EAT および CA の正当化
立証へのアプローチに対する批判的意味合いを含んでいるが, 結論的には, 障害者の利益擁護に
眼を向けた裁決となっている.
EAT は, Clark 事件に関する EAT 裁決およびそれと同旨の CA 判決は, ｢経済的コンセンサ
スなしに, 申請人の雇用を継続できるという狭きに過ぎる解釈をして, 使用者と従業員双方の事
情について審議を尽くしていない｣ と批判した上で, 本件に関し ET も ｢正当化の立証へのアプ
ローチにおいて誤りを犯している｣ とした.
まず, EAT は, 5 条 1 項 a 号および同条 3 項にいう正当化の立証に関わる因果関係について,
つぎのごとき手法を提示した.
) 障害を持つ申請人は, 1 条 1 項 a 号および 4 条 2 項 d 号にいう不利な処遇 (本件解雇)
について立証すること.
) 被申請人は, 解雇という処遇が, 仮に以下の場合であれば正当化されることを立証するこ
と,
a . 解雇に関する理由が, ｢特殊事案の事情にとって 『重大かつ相当』 の双方に該当する場
合である｣ こと,
b . 仮に使用者が申請人との関わりにおいて 6 条の義務下にあったとして, 当該処遇の正
当化なしにかかる義務の履行に応じた場合であっても, ｢正当化に失敗しなければ｣ 当
該処遇の問題は ｢6 条の義務を果たしたものとして正当化される｣ (para. 24-26).
5 条 1 項 a 号にいう ｢不利な処遇｣, すなわち申請人を解雇する時点で, ｢被申請人は障害の真
の影響 (Code of Practice, para. 3. 2) はどういうものかを見極めるべく義務付けられていたは
ず｣ であり, ｢解雇の虞があると注意を促すとか, 通告なしに解雇に及ぶ前に最新の精神的状態
を見極めるべく努める｣ など, ｢何ら明白な検証の跡がない｣ と ET の審議不備を指摘した.
仮に, こうした手法が踏まえられていたなら, 上訴人会社は, ｢被上訴人が 1998 年 2 月に外科
イギリス障害者差別禁止法における使用者の合理的調整義務と法的・実践的争点 (1)
31
医との面談 (診断結果) を期待していたことに気付いたはずである｣ が, 上訴人は ｢その面談を
待とうとしなかった. その時点ではすでに被上訴人は傷病給付を受けられなくなっていた｣ と
ET は事実認定している. そうだとすれば, ET は, ｢人員削減から従業員を救済する現在の必要
性と繋がる診断の結果を待ちたいという被上訴人の要求とのバランスをどのように保とうとした
のか｣ と疑問を提示した. ET の正当化をめぐる審議には, 事案の特殊性について事情を考慮す
るとしながら, ｢当該事案の事情に鑑みてこうした論点に関し何ら審議の形跡もなかった｣ ので
ある. その結果 ET は, ｢使用者の人員削減を重視して, 障害従業員の事情に関する考察を著し
く欠いた不均衡な判断を下した｣ (para. 40-42) と判定した.
要するに EAT は, ｢事案の特殊事情と重大かつ相当の両側面に関し, 申請人と被申請人双方
の利益のバランスを保つ｣ 法理を提言したことになる. が, 看過されてはならないのは, 5 条 1
項 a 号および 4 条 2 項 d 号にいう不利な処遇・差別行為につき, 申請人に対しても立証責任を
負わせる法理を提起した点にある. 判例法理の流れからすれば, いわば折衷説を打ち出したこと
になるのである.
2 ｢重大かつ相当｣ の意味と調整義務の限界性
1 ) ｢のみ (only)｣ の重要性
5 条 3・4 項の ｢重大かつ相当である場合においてのみ正当と看做される｣ に関し, 3 項の ｢処
遇｣ ないし 4 項の ｢義務不履行｣ の理由が ｢重大かつ相当｣ である ｢場合においてのみ (only
if)｣ 効力を発生するとの考え方, すなわち Morse 事件その他上述事件の判旨からも明らかなよ
うに ｢……のみ｣, が判断基準として重要な意味を持つとする見解が, 判例法上定着を見たとい
・・
える.
例えば, リュウマチ性関節炎に罹患した労働者に関する Quinn v Schwarzkopf Ltd 事件(35)に
関し EAT は, この規定は ｢義務不履行の理由が重大かつ相当である場合においてのみ効力を発
生し始めるのであり, 申込事項や施設の物理的特徴が障害者に相当程度の不利な影響を及ぼすの
を防止するために, あらゆる事情において使用者が合理的措置を講ずる義務を懈怠したことが立
証されるよう要請している｣ としている (para. 7. 11-12).
以降は, ｢重大かつ相当｣ の意味を明確にすることに関心が集中したといえる.
2 ) ｢重大かつ相当｣ の意味
病気欠勤が 1 年近く続き病名不明の扱いを受けたまま, 職場復帰を果し得ないで解雇された
労働者に関する H J Heinz Co Ltd v Kenrick 事件(36)において EAT は, 使用者が障害に関し
｢何らの知識もない場合においても, 障害それ自体を如何に明確に突き止めるかに関する事柄の
説明も含め, 障害に関連する理由として広く捉えるべきである｣ とする見解を示した.
そうした立場から EAT は, ｢正当化｣ の敷居は極めて低い, と指摘した. その上で, ｢重大か
つ相当｣ の意味を明示した. 5 条 3 項の正当化の条項は, その理由が特定事案の事情にとって重
社会福祉論集 第 117 号
32
大かつ相当である場合にのみ, その処遇は ｢正当と看做される｣ としており, 正当化 ｢できる｣
か, ｢できるかもしれない｣ ということではない. 同条項の明記する条件は, ｢必要かつ十分
(necessary and sufficient) 条件｣ と考えられる. それを修正する必要があるとすれば, それは
｢裁判所にではなく立法府に委ねるべき事柄｣ と述べた (para. 16).
そして, ｢重大かつ相当｣ の意味は ｢些細でなくまたは比較的重要でないといった程度を上回
・・
る (下回らない)｣ ということでなければならない. 実務準則に従えば, ｢もし処遇に対する理由
が当該特定事案の事情にとって,“not just trivial or minor”の場合においてのみ, 使用者の処
遇ないし不履行の正当化は立証される｣ (para. 16) のである.
EAT は, このように ｢重大かつ相当｣ の意味としては, ｢些細でなくまたは比較的重要でない
といった程度を上回る｣ ところに判断基準を設定すべきとしたのである.
3 ) 合理的調整義務の限界性
EAT は, 個別資本の負う合理的調整措置の程度に関し, ｢職務との関連性｣ を理由に, 一定の
限界性を示した. 個人的に特有のケアに関わる措置を使用者はどの程度まで講じる義務を負うか
が争点とされた Kenny v Hampshire Constabulary 事件(37)では, 脳性小児麻痺に罹患している
が, 労働意欲と能力を伴に有している労働者の小用に関わるケアが問題とされた.
EAT は, ｢就業時間中にトイレに行くのは, 人間労働にとって法を機能あらしめるために付随
する不可欠な事柄｣ といえる. それ故 ｢障害者が用をたすための身体的調整を怠ることは 6 条 1
項 b 号の枠内の問題であり, 同様にケアの供給を怠ることも同条の問題｣ といえる. しかし,
｢使用者側において従業員に対し, 陰茎を尿瓶のネックの正しい位置に入れ, 小用を済ませた尿
瓶を空にするまでの, 個人的に特有なニーズに合致するケア提供義務を負っているというには余
りに距離があり過ぎる｣ とした. 議会がそこまでの義務を課すことを意図していたなら, ｢その
旨言及した｣ であろうし, 実務準則において ｢判断基準を明記したであろう｣ が, かかる義務に
ついては ｢首尾一貫したものがない｣ (para. 40. 42) とした.
例えばつぎの雇用例は, かかる議論に示唆するものがある. 原則的には, 雇用関連の条件とし
て ｢病院とか警察署での各人は, 障害者によって提示されたケア要求に対応する措置を講ずるよ
う要請されている. 要請が充たされなければ, 両者の使用者は障害者の障害を理由に差別したこ
とになり, また, 責務を回避するための差別の正当性を立証しなければならない｣. 一般会社で
の正当化の問題は, ｢かかる事例での正当化のそれとは異なるに違いない｣ (para. 43) とした.
その上で EAT は, 使用者が PACT への申請の結果を待たなかった点において, ｢正当｣ と
｢判断し得るか否か十分審議が尽くされていない｣ と ET の手法に疑念を示し, 開陳されたすべ
ての資料からは ｢現状 (雇用) を維持していくために, 母親が一時的, 間に合わせ的に随行する
のを許すべきか否かについて, 使用者側が考慮した痕跡は皆無である｣ とも説諭している
(para. 47).
EAT のかかる見解は, 一方で, 合理的調整義務に限界のあることを認めながらも, 他方で,
イギリス障害者差別禁止法における使用者の合理的調整義務と法的・実践的争点 (1)
33
可能性を見出す諸措置について未だ考察が不十分であったと判定したものである.
3 ｢不知・認識不足・使用者の機密保持義務｣ の法的評価
裁判闘争では, 使用者が ｢知らなかった｣ ｢認識を欠いていた｣ などの申し立てを, 正当化の
抗弁として用いる場合が少なくない, そうした言辞に関する法的評価を, 以下の事例では ｢使用
者の手抜きの要因｣ と糾弾し, あるいは単なる ｢事実認定の問題｣ と評し, さらに ｢正当化の必
要条件ではない｣ と断定するなどしている. また, 観点は異なるが, DDA 制定前の事案に関わ
る ｢病歴｣ に関して ｢一切因果関係に含まれないということにはならない｣ のであり, 事案によっ
ては適用対象となるとの判断を示している.
うつ病に罹患した労働者に関する Cosgrove 事件において EAT は, 使用者は合理的調整義務
について ｢決して心に留めていなかったのであり, もし心に留めていたなら, 他の事務所への配
置転換や就労時間の選択 (6 条 3 講 d 号) など仕事への復帰に向けた調整が可能であった｣ ろう
し, ｢ストレスを軽減させる措置を講ずること (6 条 3 項 c 号－e 号) もできた｣ であろう. 上訴
人会社および ET さえも ｢労働能力だけを問題にして上記の点に関する考察を欠いた｣ (para. 7)
と咎めている.
Quinn 事件において EAT は, 使用者は障害者の雇用期間中, 補償金の査定に関し ｢障害につ
いて知らなかったことを理由に, 何を講ずるべきか考慮しなかったという事情の下でも, 障害者
差別の正当化を立証する責を逃れることはできない｣ (para. 45) として, 再審議を命ずる根拠
の 1 つにした. また, てんかん症に罹患し一時的記憶喪失の虞があるとされる労働者に関する
British Gas Services Ltd v. McCaull 事件(38)において EAT は, 講ずべき合理的措置について使
用者が不知であった場合に, ｢その不知｣ は 5 条 3・4 項の ｢特定事案のあらゆる事情にとって重
大かつ相当である場合｣ との関わりで, どのように評価されるか, 6 条とかかわる本件に関して
は, 上訴人 (使用者) が被上訴人 (申請人) に対して ｢上訴人による申込事項が, 障害を持たな
い者と比較して相当程度の不利な処遇を及ぼすのを防ぐために講じなければならない措置を, 事
案のあらゆる事情において合理的に講じたか否かを審議することである｣ とし, その上で, 不履
行の正当化の判断について, 6 条の義務不履行に対する上訴人の理由が, 5 条 4 項によって正当
と看做されるかもしれないとしても, ｢上訴人がどういう措置を講ずべきかを考慮していなかっ
たならば, 合理的措置の不履行を正当化することは, 実際上は困難といえよう｣ (para. 47-48)
と述べている.
精神障害の病歴があり時折症状が重くなるとされた労働者に関する使用者とその顧問医の秘密
保持義務が問題とされた London Borough of Hammersmith & Fulham v Farnsworth 事件(39)
に関し EAT は, 上訴人会社が, ｢被上訴人の病歴についてさらなる詳しい調査もしないで, 顧
問医からの報告後に雇用の提供を引き込めたとしても, 5 条 1 項 a 号にいう障害に関連する理由
で不利に処遇したものと看做され, 被上訴人の障害に関する必要な知識を持っていたと認定した
ET の裁決に誤りはなかった｣ と原審を容認してつぎのように述べた.
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EAT は, 雇用の提供に関して ｢上訴人会社とその顧問医との間には人事をめぐっての一体性
がある｣ と認定した. その上で, いずれにしても ｢上訴人の障害従業員に関する認識のあるなし
は, 5 条 1 項 a 号にいう障害に関連する理由で不利に処遇されたかどうかにかかわっては無関係
といえる｣. なぜなら, Clark 事件に関する CA の ｢必要としない｣ とする判決によって明らか
である. その後, Kenrick 事件に関し EAT はその判断枠組みを踏襲している. 障害について
｢認識していたか, 認識を欠いていたかは, 5 条 1 項 b 号および同条 3 項における正当化の判断
要素としては必ずしも必要な構成要素ではない｣ (para. 20-21. 32. 35) とした.
さらに, 労働者が重度の視力障害と失語症に罹患していることを, 上訴人会社は知っていなが
ら, その事実を認定しないまま働かせていた上に, いきなり人員削減要員に指名されたとされる
Kirker 事件において, 上訴人会社が ｢本件は, DDA 制定前の障害に関する事案であるから同法
の適用対象とさるべきでない｣ 旨主張したのに対し, EAT は同法制定前の病歴とそれに伴う処
遇について, ｢ET には, 申請人の従業員としての有用性を認識するに当たり, 背景事情として
法制定以前の障害に起因する処遇歴が, 具体的査定を通して考慮されていたか否かを説明する権
限がある. すなわち, 法制定以前の症状と申請人に対するさげすみの両側面について審議する権
限が付与されている｣ (para. 25. 28) として原審裁決を容認したのである.
2004 年 10 月 1 日の法改正 (点) とその後の動向については, 次稿に譲ることにする.
Ⅴ まとめ
障害労働に関する判例は, もっぱら使用者の ｢出費増｣ に配慮を示した初期事例を除けば, そ
の後台頭したバランス論でさえ結論的には障害者擁護の姿勢を崩すことはできなかった. 概して
判例の動向は, 法理の精緻化を進め, 実質的には間接差別の領域にまで適用拡大を認め, あるい
は解雇事案も適用対象と認定するなど, 雇用へのアクセス可能性を追求してきたといえる. とり
わけ, Clark 事件に関する CA 判決は, 大きな影響を与えた. それは, 学説のいう調整義務不履
行の ｢正当化を立証する権利の不合理性｣, とりわけ調整義務不履行の ｢正当化事由の不十分さ
は差別行為と看做される｣ などの見解(40)に同調する立場に立っていると考えられる.
だが他方で, 市民的権利を基礎に形成された法の限界性も明らかにした. 解釈論でカバーでき
ないとする部分を整理し, 法に内在する限界すなわち立法府に委ねるべき領域を析出した点は
(例えば, Kenny 事件, Kendrick 事件, Heing 事件など), 法改正の必要性を説示したものであ
る. 使用者の負う合理的調整義務の限界性の問題は, 一方で法上の障害者性を認定しておきなが
ら, 他方で個人的に特有のニーズに対応する調整措置の限界を設定する法理を打ち出した. ｢社
会権の補強がない｣ との批判が根強いなかで, 限界を超える部分の措置, 換言すれば, ｢職務に
関連する事柄｣ との関わりで不服申立ての究極の行き場は, 優れた労働能力を有している場合に,
果たして市民的権利のみに依拠した制度下においてアクセス可能か, との疑念を深めた.
また, 幾つかの事実認定は, 恒常的な低雇用率批判の要因を示唆するものとなっている. 評価
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主義 (Kirker 事件) やランク付け (Mingo 事件) がそのまま適用されている労務管理の実態は,
実践現場での露骨なあるいは潜在的な障害を理由とする差別の存在を彷彿とさせるものがある.
審判所および裁判所が障害労働者を勝訴に導いたのは当然というべきであろう.
障害者相互間においても, 仕事の ｢柔軟性｣ や資格取得, 効率性などに欠ける者と健常者と競
い合える高得点者や上位ランク者とが, ｢生産性・収益性｣ の観点から序列化される有給雇用が
形成され格差が広がり, 結局, ｢有給雇用という障壁に直面している障害者がいる｣(41) との批判
を的確に裏付けており, 政策論からの提言や勧告(42)の根拠となっている. 障害者と健常者の社会
的・経済的統合という崇高な目的に向けられるべき発想の転換と実効性確保は, 未だ途上にある
ことを示していることになる.
国連において, 障害者の差別撤廃と社会参加を促す ｢障害者権利条約｣ が採択され (2006
年), 批准を呼びかける運動が展開されている. わが国においても, 国内法との調整不備を理由
に何時までも批准に向けた努力ないし責務を回避し続けることは許されない時代を迎えている.
障害者を客体の位置に置いたまま, 極度に低い割当雇用率ですら下回る未充足分を, 納付金の代
替をもって法認する仕組みは, 緊急の克服課題といえよう. 障害者を権利の主体者とする社会参
加へのアプローチ, すなわち障害者に関する雇用, 教育, 交通 (運輸), 商品・施設・サービス
の供給等に関する制度の構築が模索されなければならない. 本稿で取り上げた障害者雇用へのイ
ギリス型アプローチからは, 参照しあるいは排除すべき事項につき示唆されるものは少なくない
ように思われるのである.
【注】
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451.
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家によるより大きな権限付与の要求のほとんどは, civil rights, human rights, citizenship など市民的
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21, No. 2, (March 2006), p. 115-6 は, ｢障害者差別に取り組んだ重要判例や決定は, 障害者の生活機会
の質を上げ, 差別行為を減少させるのに象徴的な役割を果たしてきた｣ と評している.
 Ibid., "DISCRIMINATION LAW", by Aileen McColgan, (2002), p. 452-. 改正前は使用者の 95％
が適用除外されており(弁護士〈barrister・solicitor〉, 消防士, 軍人, 警察官, 監獄の守衛等は適用除
外), 小企業主の適用除外に対する批判は少なくなかった. 結局, 改正後においても 25％の障害者が法
的保護を受けられないでいるとしている. 労働党は, 境界線を設けることに反対であったが, マーガレッ
ト・ホッジ雇用機会均等大臣 (Minister for Employment and Equal Opportunities) の提案により 15
人の従業員を雇用する使用者にまで広めた (1998.9.9.の Times および 1998.11.4 の Guardian を引用し
て, 同大臣は ｢15 人とされることで 60,000 人の障害者がカバーされる｣ と述べている. 78 Equal
Opportunities Review, p. 8 は, さらに ｢10 人になれば 130,000 の障害者が, 5 人では 280,000 の障害
者が, 2 人では 380,000 の障害者が法的保護を享受することになる｣ としている.
 Ibid., "DISCRIMINATION LAW", by Aileen McColgan, (2002), p. 451. この改正は, 各種団体の
思惑が絡み合った末に到達した水準といえる. 各団体の主張の骨子は, 適用対象範囲から雇用人員枠を
取り払うことを要求 (障害者支援団体), 教育と説得を通して小企業主の出費増を克服してゆくことが
好ましい (保守党), 教育と説得も必要だが法改正は不可欠である (労働党), 使用者側の出費増に対す
る恐れと批判に迎合する僅かな改正でしかない (上院 Ashley) などであった.
 例えば, 木全和巳 ｢『障害』 の表記と用語に関する研究ノート｣, 日本福祉大学社会福祉論集第 115 号
(2006), 146-152 頁は, 表記よりも ｢障害｣ 概念の内実について, 深めていく必要性を説いている. 本
稿では, ｢通常の日常生活を営む能力において相当程度のかつ長期的悪影響 (substantial and long-
term adverse) を及ぼす身体的または精神的機能障害 (impairment) のある状態を障害といい (DDA
1 条 1 項), ｢障害者｣ とは, そうした障害 (disability) を持っている者をいう (1 条 2 項). その意味
で ｢障害｣ もしくは ｢障害者｣ という用語を統一的に用いる.
 Ibid., 'Disabled people, the reserve army of labour and welfare reform', by Chris Grover and Linda
Piggott, p. 707-8.
 Ibid.,"DISCRIMINATION LAW", by Aileen McColgan, (2002), p. 452.
 Ibid.,'Disabled people, the reserve army of labour and welfare reform', by Chris Grover and Linda
Piggott, p. 707-8.
 拙稿 ｢イギリスにおける 『割当雇用率制』 の失敗｣ 日本福祉大学社会福祉論集第 106 号 (2002.2), 48
頁以下, ドイツの割当雇用率制が手堅く機能しているのに比しイギリスのそれは著しく形骸化し廃止に
追い込まれた.
 IRS Employment Review, September 2000 Number 712, p. 12.
	 Ibid., 'Disability rights in practice: the relationship between human rights and social rights in
contemporary social care', by Kathryn Ellis, p. 691・700 は, 多くの論者や活動家による近年の論述
や主張は, 障害者の社会参加への筋道として ｢社会権の拡充を議会に求める姿勢を置き去りにしたまま,
市民的権利と人権 (civil and human rights) に力点を置きそれら権利の法的保護を強調する｣ 傾向に
ある.

 Ibid., 'Disabled people, the reserve army of labour and welfare reform', by Chris Grover and Linda
Piggott, p. 708-.
 Ibid., "DISCRIMINATION LAW", by Aileen McColgan, p. 452. なお, ここにいう差別は使用者は
もとより団体 (trade organization) による, すなわち労働者の団体 (organization of workers), 使
用者の団体 (organization of employers), その他の団体(other organizations)等による差別(14 条 1
項 a 号), サービス提供者による建物・施設・補助器具, サービス等に関する差別 (20 条 1 項 a 号),
不動産斡旋者による土地・住居等に関する差別 (24 条 1 項 a 号) 等々である.
 Ibid., "DISCRIMINATION LAW", by Aileen McColgan, (2002), p. 478-9.
 "Disability Discrimination: Law and Practice", by Brian Doyle, (2003) p. 72
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 Ibid., IRS Employment Review, September 2000 Number 712, p. 12 は, 訴訟の争点を析出し, 容
認ないし否認の分岐点に則した訴訟の複雑な展開過程の道筋をパターン化している. なお, その点およ
び判例についての紹介は, 鈴木隆 ｢イギリス 1995 年障害者差別禁止法の実効性 雇用を中心として
(2)｣ 2002.11 島大法学第 46 巻第 3 号があり, ｢障害者雇用差別訴訟の仕組みは, 非常に複雑である｣
(64 頁) と指摘している.
 Employment Code of Practice, paras 6. 19-21, 申込事項は, 障害者に雇用を提供する場合の使用者
の申し込み内容あるいは規準などを記述したものと考えられる.
 Ibid., "Disability Discrimination: Law and Practice", by Brian Doyle, (2003) p. 77; Disability
Discrimination (Employment) Regulations 1996, SI 1996/1456, reg. 9 参照.
 Ibid., 'Disability rights in practice: the relationship between human rights and social rights in
contemporary social care', by Kathryn Ellis, p. 693 は, ｢介入しないほうがいい義務｣ として理解さ
れ, ｢福祉の縮小と一致する｣ としている.
 Ibid.,"DISCRIMINATION LAW", by Aileen McColgan, p.486.: Interpreting the Disability Discri-
mination Act -Part 2.20-1 参照.
以下の判例では事実関係と判旨部分を掲載するが, その中の主要な判旨部分の文節 (paragra) は本
文中に記すことにする.
－① CLARK (appeallant) v NOVACOLD LTD (respondents)(1998) IRLR 420.
本件は, IT・ET・EAT・CA において争われた.
〈事実関係〉
申請人 (Darren Clark) は肉体的にも精神的にも厳しさを要求される加工処理作業員 (process op-
erator) として, 1995 年 7 月から 1997 年 1 月まで Novacold Ltd に雇用されていたが, 1996 年 8 月,
就業中に背中を損傷し脊髄軟骨組織損傷 (soft tissue injuries around the spine) と診断された. 1996
年 9 月から欠勤が続き 16 週間に亘って傷病休業給付を支給された. 被申請人会社は同年 12 月, 近い将
来の職場復帰は困難である旨示唆する一般開業医からの医療診断書 (第一回) を受け取った. 申請人は
短距離を歩くこと, 重荷を持ち上げることができなかった.
同月末の整形外科医の医療診断書 (第二回) には, 損傷を受けた時点以降 12 ヶ月以上に亘って回復
に向かっているが, 職場復帰の可能性を正確に予測することはできない旨記されていた. こうした推移
を経て 1997 年 1 月, 被申請人会社は申請人を解雇した. そこで, 申請人は障害に関連する理由による
差別的処遇であるとして, IT に不服申し立てを提起した (1997.4.1).
被申請人は, 解雇理由として, 申請人はもはや中枢的業務の遂行はできないこと, 代替雇用について
十分考慮したが適切な欠員の特定はできなかったと主張し, また, 出廷予告書において申請人の症状が
回復に向かう合理的な期間は待った旨申し立てた.
IT
申請人は ｢DDA にいう障害者であり, 5 条の障害にかかわる理由で解雇された｣ と認定したが, 障
害者のもつ障害に関連する理由に基づいて, ｢その理由が適用されない場合の他の者の処遇に比べ申請
人を不利に処遇したものではない｣ とした. 5 条 1 項 a 号の下での比較は, 障害を理由とするのではな
く, ｢申請人と同じ期間に亘って欠勤した他の従業員との比較である｣ ことから, ｢長期欠勤の従業員は
申請人と異なる処遇をされていなし, 同じ条件の従業員に対する処遇より不利に処遇されていないのと
同様, 差別もされていなかった｣ と認定した.
5 条 2 項は, ｢不利な処遇を受けたかについて判断する場合においてのみ問題｣ となる. いかなる場合
においても, 6 条の合理的調整義務は ｢解雇｣ の事案に対しては適用されない, ただし ｢仮に, 不利な
処遇があれば, 例えば, 使用者は原告の雇用を継続したが傷病給付を支給しなかったというような場合｣
には, 5 条の枠内において ｢正当と看做されない場合に該当する｣ と述べた.
EAT
一部を容認し, 一部を IT に差し戻した. 合理的調整義務不履行に関する正当化の立証について, 解
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雇も ｢給付の終了｣ に含まれる, とするつぎのような解釈を示した.
1 つは, IT は 5 条 2 項を根拠に被申請人の合理的調整義務不履行を申し立てた申請人の主張を誤っ
て解釈した. すなわち, 5 条 1 項の下で申請人を ｢有利に処遇したかどうかの審議のためにのみ｣, 5 条
2 項は適用されるとする解釈に拠っている. 5 条 2 項は, 同条 1 項の下で申請人が勝訴したことに関し
左右されない付加的な権利を与えているのである. 2 つには, 6 条にいう合理的調整義務は従業員が
｢解雇｣ に不平がある場合に生ずるものではない, という解釈を維持した点で誤りを犯した. 申請人の
｢私は, 有益な雇用の存続を可能にするために必要な合理的調整義務の不履行の故に解雇された｣ との
主張は, 完全に適法な申し立てであり, 実務準則は ｢障害に関連する理由による障害者の解雇 (早期退
職強要も含む) には, 正当性が立証されなければならない｣ としている.
そのための理由づけは, 何らかの合理的調整, 例えば ｢欠員補充, 就労時間の短縮, 生産性の削減お
よび 6 条 11 項の 『給付の終了』 によって除かれるものではない(Code of Practice, para 6. 21)｣ とし
ている. その趣旨は, ｢解雇に関して適用することに何ら矛盾しないと解される｣ (para. 39) というこ
とである.
その上で, 本件は, 5 条 2 項の下での差別があったか否かにつき, 実務準則の ｢給付の終了｣ および
関連条項をも考慮に入れて再審査されるべく差し戻す, とした.
－② CLARK (appellant) v TDG LTD t/a Novacold (respondents) (1999) IRLR 318.
障害を持つ申請人 (上訴人) が ET の認定 (被上訴人会社の義務不履行はない) を不服として控訴院
に上訴したのに対し, 被上訴人は IT の別の認定 (5 条 1 項 b 号, 同条 2 項ｂ号および同条 3 項に関す
る正当化否認) に対して交差上訴した事案である. CA は, 調整義務の発生時期および同調整義務不履
行に関する見解の誤りをつぎのように指摘して, 再審査のため原審に差し戻した.
CA
ET の裁決について
ET は, 障害者の持つ障害に関連する理由に基づいて, その理由が適用されない場合の他の者の処遇
に比べ, 申請人を不利に処遇したとの 5 条 1 項 a 号, 5 条 2 項に基づく申し立てを否認した点で誤りを
犯した. 5 条 2 項は, 単に同条 1 項の下で申請人の有利な立場を見出したかどうかを考慮するためにの
み適用すると, 誤った解釈をしている. 6 条の義務違反に対する 5 条 2 項に基づく主張は, ｢首尾よく立
証するということ｣ に拠っているのではない. 5 条 3 項により認定されるように, たとえその主張が重
複しているとしても, それらは異なる訴訟原因によるものである (para. 2).
また, 本件の申込事項および施設の物理的特徴には, 6 条にいう ｢他の従業員と比較して申請人に対
し相当不利 (substantial disadvantage) な処遇をしていると思料されるものは何ら見出せない｣ とし
て因果関係の存在を否定した. 6 条の適用については, ｢雇用を提供する者を決定するための申込事項｣
(6 条 2 項 a 号), ｢提供もしくは供与される雇用, 昇進, 異動, 訓練またはその他のすべての便宜供与
に関わる条件またはその他の申込事項｣ (同項 b号)についてであり, ｢解雇は含まれていない｣. したがっ
て, ｢解雇事案特有の条件を持つ本件は適用対象とはならない｣ と, 適用を否認した (para. 77. 78).
ET は, 6 条 2 項にいう被申請人の合理的調整義務は, 本件のように障害者が解雇された場合には適
用にならない, と誤った解釈を採用している. 被申請人から解雇されるという行為は, ｢5 条 1 項の枠内
の問題であって, 5 条 2 項および 6 条の枠組みの問題ではなく, 他の従業員と比べ申請人を不利な立場
に置くような被申請人の作成した何らの申込事項もなかった｣ と誤って認定した.
EAT の裁決について
解雇された申請人は, 6 条の義務違反を含む解雇前の差別に対して, 5 条 2 項の下における事案とし
て提起している. Morse 事件では, 人員削減の判断基準について, 使用者が解雇前に合理的調整をする
のを怠ったことが争点とされたが, その点につき ｢EAT は解雇の事案にも 6 条は適用可能であるとし
た｣ 点で誤りを犯さなかった. 6 条は解雇, 給付の終了および余剰人員について明記していないが, 実
務準則 (para. 6. 21) は, ｢障害に関連する理由での障害者の解雇 (早期退職強要も含む) は正当化さ
れる必要がある｣ 旨規定している.
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そのための理由づけは, 何らかの合理的調整 (例えば, 他の従業員との業務交代, 配置転換, 欠員補
充, 就労時間の短縮等) によって除かれないものでなければならない｣) は, 本件のような解雇事案へ
の適用を当然のこととして推定している. 本件の 5 条 2 項と 6 条に依拠した申し立ては, ｢人員削減の
人選規準と解雇前の 6 条による被申請人の合理的調整義務不履行に対する, 批判に関する被申請人の申
込事項についてである｣ 点に着目することが重要である (para. 76-78), と説示した.
 MORSE (appellant) v WILTSHIRE COUNTY COUNCIL (respondents) (1998) IRLR 352, (1998)
ICR 1023.
〈事実関係〉
申請人 (Peter Morse) は, ウイルトシャー州直営部門の路面労働者 (道路工夫) として, 1963 年 5
月から 1997 年 3 月まで雇用されていたが, 1986 年 5 月に交通事故に遭遇し, 右手機能減退と右足硬直,
立ち眩みなど 20 パーセントの労働不能が残った. 1987 年 7 月仕事に復帰した時点の診断において, 内
科開業医から自動車の運転, 自転車に乗ること, 高所や水辺での単独労働, 動力機器の操作などはすべ
きでない旨告げられた.
復帰後は, 周期補修管理・ガラス切断・小道清掃業務などの比較的重要度の低い補助的作業に従事し
ていたところ, 直営部門は, 財政難を理由に 1995 年から翌年を目途に 35 パーセントの人員削減計画を
提示した. 同計画は, 最も柔軟な労働能力を有する者で, とりわけ冬季路面サービス提供義務の遂行可
能な者だけを残すというもので, 結局, 従業員の 74 パーセントが十分に訓練された有資格運転手もし
くは積荷運転手であり, 70 パーセント以上が HGV 免許の取得条件付きを内容とするものであった.
申請人は, 免許を取得していなかったしその可能性もなかったところ, 州からは健康状態について何
ら直接的な相談もなく, 何らの合理的措置も講じられないまま, 運転能力の柔軟性の欠如を理由に人員
削減要員の 1 人に指名された. 申請人が頼りにできるのは, 監督者と内科開業医のコメントのみという
状況の下で, 州協議会に対し処遇が DDA に違反している旨の不服申し立てを行った. それに対して被
申請人は, 事態の状況から見て労働能力の柔軟性の欠如は重大で相当程度のものである点, どのような
合理的調整もなし得ない旨主張して譲らなかった. そこで, IT に対して, 障害に関連する理由で不当
差別された旨申し立てたものである.
IT
① ｢重大かつ相当｣ に該当するか否かについて, 申請人に対する専門家による診察, 鑑定が欠落して
いる点を指摘したが, ②申請人を配置転換した被申請人の配慮については批判しなかった. その余の論
旨は本文参照.
 COSGROVE (appellant) v CAESAR & HOWIE (respondents) (2001) IRLR 653.
〈事実関係〉
申請人 (Veronica Cosgrove) は法廷弁護士事務所の事務員として 1973 年 5 月から 1999 年 3 月まで
雇用されていたが, うつ病に罹患し 1997 年 12 月から 1 年間に亘り休職していたところ, 1998 年 12 月
に至り解雇された.
申請人は, 障害に関連する理由で相当程度に不利な処遇を受けてうつ病に陥ったこと, および症状に
関する正確な医学的アドバイスもないままに解雇された旨主張して, 1999 年 7 月訴訟を提起した. これ
に対して, 被申請人事務所側は申請人の望む要望について説明を受けようとしたが, 集中力や理解力の
欠如などの影響により, 申請人から助言を得ることはできなかった, と主張した.
ET
1999 年 11 月から 2000 年 3 月にかけて数度の審議を行い, 1 年余に亘り休職していたその他の者と比
較して, 被申請人が申請人に対し異なる扱いをしたことを示す証拠は何もないこと, さらに長期休職の
後, 病後の見通しが明らかでないこと, などを認定した上で, 申請人は DDA に違反して差別されたも
のではなく, また不当解雇にも該当しない, と裁決した.
合理的調整義務について, 被申請人が申請人の症状を回復させ, 最終的に職場復帰ができるよう助長
する措置を講ずることができなかったという背景事情があるとして, 被申請人は 6 条の合理的調整義務
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に違反したとはいえない, とした.
EAT
合理的調整義務について, ET は Clark v Novacold 事件に関する CA 判決が指摘した点に関して比較
検討を行っていないと批判した. すなわち, 正当なアプローチは, ｢①申請人の解雇に対する具体的な
理由を見極めること, ②具体的な理由が障害に関連するものであるかどうかを見極めること, ③被申請
人が具体的な理由に該当しない者を解雇したのかどうかを見極める｣ ことなどであるが, それらに関す
る審議が尽くされていない, その点, 申請人が 1 年以上に亘る病欠後に解雇された時点において, ｢1 年
余に亘り欠勤している他の者に比べ異なった処遇をされたとする証拠はない｣ が故に, 被申請人は障害
に関連する理由で ｢申請人を不利に処遇したとはいえないと認定した点で誤りを犯した｣ とした.
 BRITISH SUGAR Plc (appellant) v KIRKER (respondent) (1998) IRLR 624.
〈事実関係〉
申請人 (Nicholas Kirker) は, 1977 年 9 月イギリス精糖会社のニューアーク製糖所に 20 歳で雇用さ
れ, 研修を経て 1980 年に薬剤師助手に任命された. 申請人は, 出生時から両眼に水晶体脱臼があり,
重度の緑内障のため視力は両眼とも 3/60 で, 部分的視力障害として障害者登録を済ませていた. 申請
人は, 自動車の運転および自転車に乗ることも禁じられていた上に失語症にも罹患していたものである.
被申請人はそうした申請人の症状を知りながら DDA 上の障害者性を長年に亘って認めてこなかったが,
1997 年 10 月に至って障害者であることを認定した. それより先の同年 3 月, 申請人は人員削減要員に
指名され解雇されたものである (DDA は 1996.12.2 施行).
申請人は, 視力障害の点で労務管理上も問題視されていたので, 他工場への異動を要求し 1996 年に 2
回の面接を受け, 1 回目は視力障害と安全性が問題視され, 2 回目は貨物自動車の後部に登らなければ
ならないことに関心が集中した. 1990 年前期にも代替制薬剤師職務への異動に対し ｢視力と安全性｣ が
問題視されて失敗していた.
1996 年後半から 97 年前半をメドに, 6 部門 200 人を対象に 29 の仕事をニューアークに統合する人員
削減計画が提示された. 同削減計画は, 非障害従業員の査定基準を申請人に対しても主観的に適用しよ
うとするものであった. 人員削減査定規準の第 1 項目 ｢仕事の属性｣ については, 柔軟性 (15), チー
ムワーク (15), 自己啓発 (15), イニテｲアテｲーブ (10), 第 2 項目 ｢職歴と可能性｣ については, 熟
練度 (10), 顧客サービス (10), 効率性 (10), 仕事に関する免許取得 (5), 仕事と安全に関する潜在
能力 (5), 出欠 (0－), 職業訓練 (0－5) などとなっており, 最高 100 ポイントになるというものであっ
た. 申請人は, 総計 40.5 ポイントで, その内の幾つかは最低位, すなわち効率性＝(0), 仕事と安全に
関する潜在能力＝(0), 職業訓練＝(－1), 出欠＝(－2) であった. なお, 雇用継続者のなかでの最低は
46 点であった. そうした経緯を経て, 1997 年 3 月に解雇された. 申請人は, 被申請人に対して不服申
し立てを行ったが公聴会において斥けられたので, 不当解雇と障害を理由とする差別を訴えて提訴に及
んだものである.
申請人は, 不当解雇について, 仮に人員削減を必要とする状況が存在していたとしても, 被申請人の
削減要員選定基準は主観的評価に比重を置くもので, それが不公平に適用されて, 要員に指名され, し
かも解雇前に申請人と何らの協議もしていない. また, 障害者差別に関して, 申請人のケースは障害者
であり, 障害の故により不利益な扱いをされたのであり, 申請人と類似の障害をもっていない他の者を
有利にする被申請人の主観的評価により差別されたもので, 結局, 生産性の向上を果たせなかったこと
を理由に削減要員とされた, と主張した.
これに対し, 被申請人会社は証人の発言と証拠を盾に, 申請人の障害に関連する理由で人員削減要員
に指名したものではない旨繰り返し強調した.
ET
解雇は ｢申請人の障害に起因しており, 明らかに主観的評価を反映した差別解雇｣ と認定した. その
理由として, ｢効率性の項目において 10 ポイント評価のところが 0 とされているが, この評価に関する
配慮が一度たりとも行われていない｣ こと, ｢健康と安全に関する潜在能力については, 5 ポイントの
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とこらが 0 と記録されて｣ いる. これは, 申請人と同僚非障害従業員との比較を通してどの程度の違い
があるかについて ｢被申請人管理職の推測に拠った｣ もので, その源は障害に起因しており, ｢不利な
処遇をされたという申請人の主張を裏づけるもの｣ となっており, また, 差別の正当性は立証されなかっ
たとして, 損害賠償 (103, 146 ポンド) の支払いを命じた.
この裁決を不服とする被申請人精糖会社は, 上訴して次のように述べた. ①本件は DDA 制定前の事
案であるから同法の適用対象とさるべきではない, ②申請人も評価の比較対象者として指名されるよう
要請されている, などと主張した.
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ET には, 上訴人の従業員としての有用性を認定するに当たり, 背景事情として法制定以前の障害に
起因する処遇歴が, 具体的査定を通して考慮されていたか否かを説明する権限がある. すなわち, 法制
定以前の症状と被上訴人に対するさげすみの両側面について審議する権限が付与されている.
RRA・SDA とは異なり DDA は他の類似者と比較考量することを必要としていない. 5 条 1 項は,
上訴人に対し, 上訴人の処遇に関する理由, すなわち障害に関連した理由が他の従業員には適合しない
場合に, 他の従業員に比し不利に処遇されたことを単に証明するよう求めている. 本件では, 他の従業
員が障害をもっていること, それ故, 査定の一要素とならないこと, について何らの示唆もなかった.
不服の申し立ては, 単に被上訴人は障害を理由にマークされていた, ということであった. したがっ
て, ｢因果関係の解明以外に, 人員削減要員のなかの他の従業員の評価点を考量することは不必要であっ
たのである. 彼に障害がなければ, 被上訴人は解雇されたであろうか. DDA 実施以前の事案に対する
判断を下すに当たり, ET は法の適用を間違えなかったのであり, 障害に対する考慮を欠いた一般的評
価に基づく解雇の不当性判断の事案であって, 法の解釈適用を誤ったものということはできない｣ とした.
 KENT COUNTY COUNCIL (appellants) v. MINGO (respondent) (2000) IRLR 90.
〈事実関係〉
申請人 (Mingo) は, 料理助手として被申請人ケント州協議会に雇用されていたが, 1996 年 5 月背
中を負傷し療養を余儀なくされた. 元の仕事に復帰すれば回復はほとんど不可能で, 再発の可能性が高
いと診断された. その後, 申請人は激しい労働や重い物を持ち上げることのない仕事を割り当てられて
いた. 同年 7 月に至り, 被申請人から定員外要員とする旨の通知を受けたので, 余剰人員に遭遇した場
合の措置 (配転) をとってほしい旨求めたところ, 被申請人協議会の手続きを経て配転要員 B ランクに
帰属させる旨の公式通知を受けた.
B ランクは, 労働不全ないし疾病を理由に配転要員とされる者のランクで, それとは対照的に, A ラ
ンクは余剰人員もしくはその通知下にある者をいうとされて, 適職選択雇用制の優先配慮対象者に位置
づけられるランクであった. 同年 11 月, 被申請人は DDA の適用を受ける障害従業員を対象に, 現在
のポストと障害との合理的調整を講ずることができない場合に, 障害を持つ従業員をカバーする新たな
措置を導入したが, 実際には, A ランクの従業員は引き続き高レベルの仕事に据え置かれていた.
これより先の同年 9 月, 申請人はすでに申し込みをして指名の内諾を得ていた内部ポストを拒否され
たので, もし A ランクに異動していたなら, 内諾を得ていたポストに就くことができたはずである旨
主張した. 1997 年初期, 申請人は数日の休暇を取得後, A ランクに指定する旨告げられたが, 3 月末
に至り定員外要員に指名された. 5 月に, 被申請人の人事委員会の下で開かれた聴聞会において, 6 月
いっぱいで解雇する旨告げられたので, 申請人は ET に障害を理由とする不当差別の訴えを提起したも
のである.
ET
申請人は, A ランクの従業員と比較して不利な処遇を受けたとする 5 条 1 項に基づく請求について,
｢その処遇には正当性はない｣ と差別性を認定し, また, 被申請人は ｢欠員ポストへの調整がなされ得
るか否かを検討するに当たり, 申請人の解雇を防止する合理的調整措置を講じなかったことは 5 条 2 項
に違反する｣ と裁決した.
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ET は, 上訴人は 5 条 2 項に違反して障害者を差別したと認定したこと, 調整にどれだけの困難を伴
うか結論を導くのは難しいと認めた時点で合理的調整を怠ったと認定したこと, において誤りを犯した.
上訴人協議会が, ある約束を被上訴人と交わしたのではなく, その仕事に対して何らかの合理的措置が
講じられ得るかどうかにつき配慮を怠ったか否か判断する権限が ET に与えられている. 上訴人の人事
委員会は被上訴人の解雇を防止するための合理的措置を講ずることを怠ったという ET の事実認定は,
干渉されることのない事実の認定である.
ET には, 人事委員会の再配転手続きが法上の使用者としての義務に十分反映されているか否かにつ
いて考察する権限が与えられている. 上訴人協議会の政策は, 人員削減ないし臨時的削減について, 人
事委員会に障害者の優先的取り扱い権限を与えるものであり, それは再配転計画下において障害をもつ
者にとっては比較的不利な条件であることを意味している.
法の狙いは, 障害者あるいは雇用途中において障害をもつに至った従業員に対して, 適応可能な合理
的措置を使用者に講じさせようとするものである. 人事委員会は, ｢内部手続きに従って対処するよう
努めたことは疑わないとしても, 法上にいう使用者の義務を適正に履行しなかった｣ ことも事実である.
したがって, ｢上訴人の人事委員会が, 仮に被上訴人を A ランクの再配転対象者として処遇したなら,
認定された事実に基づき再配転され, 解雇はされなかった｣ であろう. しかし ET は, ｢その事実に基
づき上訴人協議会は違法な差別を犯したが故に被上訴人は不当に解雇されたと誤った認定をした｣ と糾
弾した.
 H C Debs vol. 253, 24th January 1995, col. 50.
 HC Standing Committee E, col. 142-3: 'Enabling legislation or dissembling law? The Disability
Discrimination Act 1995', (60) Modern Law Review p. 64-74.
 Clark 事件に関し CA は, ｢RRA と SDA には間接差別と解される性格の規定がある｣ として, DDA
との ｢同質性を明確に否定｣ した. その上で, DDA の解釈は ｢RRA と SDA の解釈に精通しているか
らといって容易に理解されるものではれない｣ と説いている.
 BAYNTON (appellant) v. SAURUS GENERAL ENGINEERS LTD (respondents) (1999) IRLR
604.
〈事実関係〉
申請人 (Baynton) は, 1996 年 8 月, 被申請人 Saurus General Engineers LTD に雇用され, フォー
クリフト車とパイプ接合プレス業務に従事していたが, 1997 年 2 月, 業務中に左手親指を押しつぶされ,
翌日手術が行われた. 同年 8 月の医療診断書は, 手先の器用さが損傷されており, 物を持ち上げる仕事
とりわけ幼児を抱き上げるようなことは困難だし, ナイフとホークの使用は可能だが自動車はもとより
二輪車の運転も難しく, 最も悪い左手は 15 パーセントの機能障害を被っているとしていた. 申請人は,
苦痛を和らげるため親指に当て木をつけていた.
同年 9 月, 傷病手当の給付が終了した. 1998 年 1 月までの休職期間中に, 従前の仕事に復帰する適応
可能性について, 担当外科医との面談が出来るよう期待していた. 他方, 被申請人会社は 1997 年末ま
での申請人の症状につき同外科医の意見も聴いて, プレス部門における余剰人員とする方針を固め,
｢申請人が近い将来元の仕事に復帰する意志はない, と同外科医に語った｣ という資料もあると主張し
た. 被申請人会社は申請人には業務遂行能力がないこと, 12 ヶ月にも亘って加減が悪いこと等を理由に,
1998 年 1 月限りをもって雇い止めとする旨の解雇通知書を送付した.
そこで, 申請人は ET に対して, 障害に関連する理由でその理由が適用されない他の者に比し不利に
処遇された旨申し立て, 違法差別の提訴に及んだものである.
ET
申請人は主要な職務の遂行が困難であったこと, 申請人に適応する代替職務がなかったことにおいて,
正当化の立証がなされたと認定した.
EAT
本件は, 上訴人会社が ｢解雇理由が当該事案の特殊事情にとって重大かつ相当｣ であること, ｢正当
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性なく 6 条にいう義務不履行を犯していない｣ ことについて立証することを要する事案である. 5 条 3
項にいう ｢当該事案の特殊事情とは, 使用者と従業員の双方についての事情を意味している｣ とする解
釈論を打ち出した.
その上で, 正当化の判断に際しは, ｢障害従業員の利益と使用者の利益との相互のバランスを保つよ
う努めなければならない｣ とした.
 QUINN (appellant) v SCHWARZKOPF LTD (respondents) (2001) IRLR 67.
〈事実関係〉
申請人 (Quinn) は, セールス代理人として Schwarzkopf 会社に雇用されていたが, 1990 年初期,
疾病に陥り休職となった. その後, リューマチ性関節炎と診断され, 1998 年に解雇された. 申請人は,
障害者差別を主張して訴訟を提起した.
ET
たとえ被申請人が申請人の解雇を決める時点で, 障害者であることについては全く知らなくて, 単な
る病気での休職とのみ認識し, 病状については認知していなかったとしても, ｢法上の障害者と認定で
きたはずであり, 障害を理由とする解雇に他ならない｣ とした. しかし正当性の立証については, 法 5
条の ｢障害者の持つ障害に関する理由に基づいて, その理由が適用されない場合の他の者に比べ障害者
を不利益に処遇した場合｣ については, 解雇の正当性は証明されたと裁決した.
EAT
合理的調整義務不履行の正当化の認否について, 上訴人 (使用者) が講ずべき合理的措置について考
慮しなかったことを理由に, 使用者の義務違反を認めることを議会が意図していたなら, ｢議会は法上
それを明記したであろうが, そのような規定は存しない｣ として, ET の認定を翻した. その上で, 6
条義務不履行は ｢上訴人が障害者を差別したと看做される｣ 場合の理由が, ｢特定事案のあらゆる事情
において重大かつ相当である場合においてのみ, 6 条の義務不履行は正当と看做されるに拠り効力が発
生し, 使用者がどういった措置を講ずるべきか考慮していなかったなら, 合理的措置に関する不履行の
正当性を立証することは, 疑いなく大変難しい｣ であろう.
この規定は, 義務不履行の理由が ｢重大かつ相当である場合においてのみ効力が発生する｣ としてい
るのであり, 申込事項や施設の物理的特徴が ｢障害者に相当程度の不利な影響を及ぼすのを防止するた
めに, あらゆる事情において使用者が講ずべき合理的措置の履行を怠ったことを立証するよう要請して
いる｣ と従来の判断基準を踏襲した.
 H J HEINZ CO JTD (appellants) v Kendrick (respondent) (2000) IRLR 144.
〈事実関係〉
申請人 (Kenrick) は, 1979 年から被申請人ヘインズ会社に雇用されていたものであるが, 1996 年 5
月末に病気になって休職した. 申請人は多くの医師に相談し, 会社の顧問医にも慢性疲労症候群
(chronic fatigue syndrome) ではないかと思う旨告げたが, 症状について明確に特定されなかった.
1997 年 2 月, 復帰の期日がはっきりしなければ解雇の虞がある旨告げられた. 一般開業医は, 申請人が
正常に戻るまでにどれくらいかかるか分からないと述べた. 同医師が未だ職場復帰できるまでには至っ
ていないと注意した時点では, すでに 1 年近く病欠が続いていたが, 復帰しないまま 1997 年 4 月に解
雇された. 解雇後に, CFS に罹患していると明確な診断がなされ確認された.
そこで申請人は, 障害を理由とする差別と不当解雇の訴えを提起したものである. 被申請人は, ｢解
雇時点において申請人が CFS に罹患していた｣ こと, また ｢DDA 上の障害者に該当することは知らな
かった｣ のであるから, 5 条 1 項にいう ｢障害を理由とする差別責任はない｣ 旨主張した.
ET
被申請人会社は, 同顧問医を通して ｢申請人の症状に気付いており, 解雇の時点では障害に関する知
識を有していたはずである｣ と認定して差別の訴えを容認した. その理由として, ｢なぜ被申請人は,
顧問医の免疫結果を数週間待たないで解雇を急いだのか, 費用ないし時間のいずれの面からも満足のい
く正当な理由とはならない｣, それに加え被申請人は ｢パートや軽易な労働あるいは代替雇用の申し出
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などの合理的措置を講じなかった｣ などの点を挙げた.
EAT
障害と処遇との間の因果関係は, ｢使用者の眼を通して主観的に判断されるべき｣ とする文言はどこ
にも存しない. 正当化の判断は, ｢使用者がそれを知っていたか否かではなく, 因果関係が存在してい
たかどうかの客観的判断に拠る｣ のである. このことは, 使用者に対し ｢解雇理由が障害に関係してい
るのか, もしそうかも知れないとすれば, 立ち止まって法と実務準則に照らした配慮をするよう要請し
ている. その判断が客観的でなければ, 明白な認識と知識を欠き未だ無知で鈍感な使用者に正直で誠実
さを求めることは困難｣ であろう.
さらに, 5 条 1 項の障害者の障害に関連する理由に基づいては, ｢かかる障害に関し何らの知識もない
場合においても, 障害それ自体を如何に明確に突き止めるかに関する説明も含め, 障害に関連する理由
として広く捉えるべき｣ である. したがって, ｢障害に関する知識の欠如｣ は, 5 条 1 項 b 号ないし同
条 2 項 b 号および 6 条の下で ｢配慮されあるいは講じられるべき措置に関する正当化に大きな影響を及
ぼすであろう｣ と述べた.
 Kenny (appellant) v Hampshire Constabulary (respondents) (1999) IRLR 76, (1999) ICR 27.
〈事実関係〉
申請人 (Ian Kenny) は, 1970 年 6 月 11 日に生まれて以降, 脳性小児麻痺 (cerebral palsy) に罹患
しており, DDA 上の障害者であったが, 知的能力には何らの損傷はなかった. 情報処理技術の資格を
取得して, 被申請人 Hampshire Constabulary のアナリスト・プログラマーの求人に応募し, 1996 年
11 月の面接に応じた. 申請人は最高の応募者と認定されて, 11 月, 被申請人会社は申請人のニーズに
適切な配慮をする条件を付して仕事を提供した. その条件は, ①小用をたす際に, 誰かがトイレに尿瓶
を持って同行し, 尿瓶のネックの正しい位置に陰茎を入れ, 小用を済ませたら尿瓶を空にして, 申請人
を持ち上げ車椅子に戻すこと, ②昼食時に包みを開いて食べ物を取り出しはするが, 食べさせる必要は
ない, というものであった. 被申請人会社は, 社内 IT 部門からボランテｲアを募ったところ, 5 人の応
募者中 3 人が要望に副う訓練を了承して取り組んだが, 幾つかの技術的な点で困難に遭遇した. そこで,
申請人はモデム接続を通して自宅勤務を提案したが, 被申請人会社はモデム接続の安全性やミーテｲン
グ出席の必要性を理由に, また, 申請人の母親が一日中付き添うことについても非現実的であるとして,
拒否した.
労働機構 (Work Scheme) へのアクセスの下で介助労働の申し込みがなされ, その扱い方について
の会議が PACT (Placing, Assessment and Counselling Team) のメンバーによって行われた. しか
しながら, 外部支援に求められた基金が, 地方機関の財務権限 (3 年以上 7,000 ポンド) を超えていた
ので, 申し込みについて機構本部に照会したところ, それに対して直ちに明白な返答を得ることはでき
なかった. 被申請人は同年 12 月, 緊急の欠員補充 (就労時間短縮者と退職者のため) の必要性を理由
に, 申請人に対し条件付雇用の撤回を郵便で通告した.
ET
申請人の ｢トイレでのケア要求を被申請人会社が取り上げなかった｣ のは, 合理的調整義務の ｢不履
行による 5 条 2 項違反とはいえない｣ とした. その理由は, ｢申請人が被申請人会社で働くことを可能
にするために必要とした取り決めは, 6 条にいう合理的調整義務の範囲内には含まれない｣ と思料され
るからである. かかる義務は ｢職務に関連する事柄 (job-related matters) に限られており, あらゆる
不履行が違法とはならない｣ と述べた. そして, 6 条 1・2 項を挙げ ｢使用者の負う責任の程度｣ として,
｢トイレに関わっての当該ケアのような個人的ニーズを充たすまでの義務はない｣ と裁決した.
EAT
ET の結論は肯定したが, ｢外部支援に関する返答を待たないで事を急いだのは, 5 条 1 項に照らして
正当といえるか疑問である｣ とした. 審議不十分な点を指摘し, ｢十分な考察がなされていない｣ ので,
｢その点に関してのみ再審議すべく差し戻す｣ とした. 申請人のトイレに関わるニーズのケアについて,
｢個人的に特有なケアは準備できなかった｣ という理由で, ｢雇用の提供を承諾する際に, 合理的調整義
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務の不履行による差別 (5 条 2 項違反) はしていないと認定した｣ 点は肯定した.
個人的に特有のニーズのケアに関する事項について, ｢特殊な事項であって適切な定は未だ置かれて
いない. 障害者雇用に関連する管理監督は, 概念としては非常に分かり易いが, それを暗示している文
言は, 一方で個人的特有のケアをも含んでいるかのごとく曲解されやすく, 他方で使用者が障害者自身
によって提示される個人的ケアの提供を講ずるために, 使用者には身体的障害に対する調整措置の配慮
が要請さるべきである｣ とした.
 BRITISH GAS SERVICES LTD (appellants) v. McCAULL (respondent) (2001) IRLR 60.
〈事実関係〉
申請人 (McCaull) は, 被申請人 British Gas Services の顧客宿泊所において暖房装置のエンジニア
として雇用されていたが, てんかん症に罹患していた. 仕事内容の 1 つにバンの運転が含まれており,
1996 年 11 月, てんかん発作に襲われ一時的な記憶喪失に陥って事故を起こしたため, バンの運転に見
切りをつけた. 事故後も被申請人会社に雇用されていたが, 1997 年 4 月に産業医から, ①自動車の運転,
②ハンダづけの仕事, ③高所で梯子を用いる仕事, ④二階での仕事 ⑤電気機器の操作などに携わらな
いこと, さらに, ⑥監督者の管理下で働くこと, などの制約に従って仕事をするよう助言された.
1997 年 5 月に行われた社内会議の席で, サービス・エンジニアを続けることは許可できないが, 顧客
サービス・アドバイサーとしての代替事務職は可能であると告げられた. 1999 年 7 月に至リ被申請人会
社から, 申請人の労働能力を理由に, 代替職として顧客サービス係りへの異動か, そうでなければ雇用
を停止する旨告げられた. その際, 代替雇用に対する現在の最高賃金額は告げられたが, 被申請人管理
の下で病気休業中に通常従業員に支給される実際の賃金額, 残業の存否, 代替職は最初のうちは試用期
間扱いか, 年金を受けるステップに加算されるか等々に関する情報は告げられなかった.
実際に提示された当該代替職労働に対する賃金は, サービス・エンジニアのそれと比較すると, その
23％から 30％の間に削減されるものであった. 被申請人会社は, 他に申請人の能力に見合う代替雇用は
持っていないと主張したが, 申請人はその提案を拒否したので 1997 年 10 月に至り解雇された. 被申請
人会社内での不服申し立てが不調に終わり, 1997 年 10 月不当解雇の訴えを提起し, 同年 11 月に障害者
差別の訴えを提起したものである.
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障害者差別に関する申請人の主張を容認した. 代替職として提供された職務に関する情報について,
申請人は ｢障害以外の理由で休業した他の者と比較して不利益に処遇された｣ と認定し, 申請人には
｢代替職について話し合う意図がなかったという被申請人の抗弁は, かかる扱いに対する理由としては
法に照らして正当とは看做し難い｣ とした.
合理的調整義務について, ｢使用者は法 6 条にいう調整義務の履行を怠った｣ と認定した. その理由
について, 使用者は ｢申請人を障害者とは決して認識しておらず, DDA について理解していなかった
もので, 調整義務を負っていること, および 6 条 3 項にいう何らかの合理的措置を構ずるべきであるこ
とについても, 決して理解していなかった｣ が故に, ｢履行すべき何らの調整措置も講じなかった｣ も
のである. したがって, 6 条 3 項の ｢講じなければならない措置｣ および同条 4 項の ｢合理性を判断す
るための措置｣ に関する ｢要件を合理的に踏まえたか否かを審議することは適切ではない｣ と判断した.
さらに, 義務不履行の正当化の認否について, ｢使用者が聴聞時に遡って陳述するという方法で, DDA
6 条の義務について全く考慮していなかったことの正当化を請願することは, 権利であるはずはない｣
と否認した上で, 代替する仕事に関する限り, 被申請人が ｢既往の仕事より 23％から 30％も低い賃金
の仕事を申請人に提供することに合理性はない｣ として, 被申請人が ｢調整義務を怠ったことに何らの
正当性も見出し得ない｣ と断定した.
不当解雇の主張について, ｢23％から 30％も削減される代替職の提供は, 適合性および合理性に欠け
る｣ と判断し, 被申請人は申請人を解雇するに十分な理由として, ｢代替雇用の提供の承諾拒否を理由
に挙げるのは不合理である｣ と結論した.
EAT
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ET は ｢仮に, 上訴人 (被申請人会社) が当該時期に講ずるべき措置について考慮していなかったな
ら, 6 条 3 項にいう措置は講ずるべき合理的措置とは思っていなかったという抗弁を, 後で主張できな
いとの見解を示した｣ 点において誤りを犯した. 上訴人のそうした申し立てを ｢妨げる何らの規定もな
いからである｣ と法の不備を指摘した.
しかし, ET が, ｢現行の職務より 23％から 30％も削減される代替職の提供に対する承諾拒否を理由
に挙げるのは不合理であり, 適合性および合理性に欠ける｣ とした点について, 被上訴人に対し ｢安価
な代替職のみを押し付けて, その能力を制約するもので, そうした行為の推移は上訴人の合理的責任の
範囲外とはいえない｣ とした.
講ずべき合理的措置について上訴人が不知であった場合に, ｢その不知｣ は 5 条 3・4 項の ｢特定事案
のあらゆる事情にとって重大かつ相当である場合｣ との関わりで, どのように評価されるか, 6 条とか
かわる本件に関しては, 上訴人による申込事項の ｢障害を持たない者と比較して相当程度の不利な処遇
を及ぼすのを防ぐために講じなければならない措置が, 事案のあらゆる事情において合理的かどうかを
審議することである｣ とした.
その上で, 不履行の正当化の判断について, 6 条の義務不履行に対する上訴人の理由が, 5 条 4 項に
よって正当と看做されるかもしれないとしても, ｢上訴人がどういう措置を講ずべきかを考慮していな
かったならば, 合理的措置を講じなかったことを正当化することは, 実際上は困難といえよう｣. 5 条 4
項は, 同条 2 項の目的に照らして不履行の理由が ｢特定事案のあらゆる事情にとって重大かつ相当であ
る場合においてのみ正当と看做されるとしているからである｣ と述べた.
 LONDON BOROUGH OF HAMMERSMITH & FULHAM (appellants) v FARNSWORTH (re-
spondent) (2000) IRLR 691.
〈事実関係〉
申請人 (Claire Farnsworth) は, 1996 年大学卒業以降, ソシアル・ワーク分野のボランテｲア活動
および社会福祉事業での有償労働を経験してきたが, 1997 年 11 月に思春期サービスユニットの住宅ソー
シﾔルワーカーとして被申請人ハマースミス協議会 (第一被申請人) に応募し面接を受けて, 同協議会
から臨時雇用の仕事 (主に 13 歳から 17 歳までの者を対象とするケア職務) を提供された. 他方, 同協
議会は産業医協議会 (council's occupational health physician) および会社顧問医 Cooper 博士 (第二
被申請人) にも同人のことを照会していた. 同博士は, 申請人の掛かり付け開業医や他病院の医師に相
談したところ, 1998 年 2 月に, 申請人には 1992 年から 1993 年にかけて, また 1996 年 5 月にも精神障
害の病歴があることが判明した, 旨の報告を受けた.
同報告には, 数年間に亘たって時折症状が重くなり入院を必要とする病歴があること, 将来再発の可
能性があること, 再発すれば発作を起こして出勤に影響を及ぼす虞があること, などが記されていた.
その結果, 同協議会は先の臨時雇用の申し出を取り消した. そこで, 申請人は被申請人協議会と
Cooper 博士に対し, 障害を理由に差別的に処遇されたとして訴訟を提起した.
ET
申請人の申し立てを容認した. 申請人が障害を持つ者に該当すること, 両被申請人は申請人の障害に
ついて ｢知っている｣ か ｢知ろうとすべき｣ であり, その上で ｢適正な調査を試みるべき｣ であったこ
と, などを指摘した. 第二被申請人 Cooper 博士は ｢第一被申請人協議会の代理人として活動しており,
被申請人協議会に代わって申請人の病歴について精通していた｣ と思料されること, また, 同協議会は
｢申請人が病気であることおよびその症状について調査すべきであった｣ こと, 何故に同博士は ｢出勤
に影響を及ぼすだろうと考えたのか｣ などの点に注目した. そして, 申請人の病歴に関して ｢機密事項
の故に調査しなかったという被申請人の態度は, 知らないことの言い訳にはならない｣ こと, ｢雇用の
継続が拒否されたのは障害の故であり, 申請人の健康を理由に出勤は不確実と推測されたものである｣
こと, などを認定した.
また, 申請人は 6 ヶ月の見習い期間を通してとかく監視されていたのであるが, ｢毎週の面談のはず
が 3 ヶ月目に行われただけで, 適応すべき何らの調整も同協議会は講じなかった｣ こと, 申請人は以前
イギリス障害者差別禁止法における使用者の合理的調整義務と法的・実践的争点 (1)
47
の仕事の際も病気中でも欠勤した日がないことを証明する資料を提示していたが, ｢同協議会はそれに
何らの関心も払わなかった｣ ことを指摘した. その上で, 申請人の症状は ｢数年間に亘り良好であり,
出勤が不確実と推測されるような証拠は何もない｣ として, 差別的処遇に対する正当化を否認した.
さらに, 被申請人会社代理人の行為と秘密保持義務に関して, 同博士は, 被申請人協議会の採用権者
に対し, 申請人が望んでいた医療診断書を受領していたか否か, 雇用を継続すべきか否かに関して, 詳
細な病歴を公表しないという申請人に負っている義務に拘束されてはいなかった, と判定した. なぜな
ら, 同博士は協議会に代わって活動しており, 申請人はそのことを認識しており, 申請人が所
定の書入れをした質問書は, 同博士個人にではなく協議会に提供する情報であったのであり, 申請人
の医療情報が提供されることの承諾は, 同博士個人にではなく協議会に提示されるということであった,
同博士による診断の目的, 申請人が情報を提供しその情報が協議会に提示されることを承諾した目的
は, 申請人が協議会により雇用されるか否かを決定するためのものであった.
秘密保持義務は, 秘密情報の保持者が秘密保持を負わせている当人の同意を得ないで目的外に用いた
り, みだりに情報公開したりするのを防止するためである (本件には関係ないが, この義務はただし公
共の利益のために用いられ公開され得るという条件付のものである) と述べた.
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顧問医 Cooper 博士は, たとえ上訴人の従業員でなかったとしても, 被上訴人に雇用を提供するかし
ないかを決める任務を担うチームの一員として, 上訴人の代理人としての地位にあった. 上訴人の顧問
と専門医の地位にある代理人には, はっきりと一線を画すような違いは存在しない. 顧問医の報告に基
づく病歴に関する情報自体を否定する行為により, 上訴人は従業員を雇うべきかどうかを医学的見地と
の関わりで決定する医師を雇っていたものである. それ故, 上訴人のためにする決定の人的責任者は,
被上訴人の障害に関する実際上の知識を十分有していたものと考えられる.
その点, Clark 事件に関し CA が, かかる不知の正当化は当該顧客が盲人であるという事例を援用
して, ｢周知していたか, いなかったかに拠るものではない｣ とした, カフェの例においてすでに論証
されているとした.
〈付随意見〉
顧問医からの報告を受けた後に調査をしなかった上訴人の行為は, 上訴人の従業員に対して負う機密
保持義務によっても正当化されることはない. 機密保持義務は, 機密を有する当該個人の同意なしに,
機密保持の義務を負わされている者が約定された事項以外の目的でその情報を活用したり, 公開したり
するのを防止するために負わされる義務をいう. 本件において顧問医は, 被上訴人が満足のいく診断書
を受け取っていたか否か, 雇用が継続されるか否かを決定する会議の構成員に, 病歴の詳細を公表しな
いという機密保持義務をして何ら拘束されることはない. 顧問医は上訴人のために活動していたのであ
り, 被上訴人はその事実を知っており, 提供する情報を整理し上訴人に提供される医学的情報について
同意していたのである. 調査の目的と情報の提供および同意を取り付けた意図とは, 雇用するか否かの
結論に会議が到達することを可能にしていたのである.
 Ibid., IRS Employment Review, September (2000) Number 712, p. 12 は, ｢使用者の合理的調整義
務不履行の抗弁は削除されるべきであるとする批判を政府は取り上げるべき｣ だとしている. また,
DISCRIMINATION LAW: TEXT, CASES AND MATERIALS by Aileen McColgan, (2002), p. 478-9
は, ｢果たすべき合理的調整義務の免責事由 (正当化事由) の不十分さは, 差別行為と看做される｣ と
の立場を打ち出している.
 Ibid., 'Applying a barriers approach to monitoring disabled people's employment: implications for
the Disability Discrimination Act 2005', by Alan Roulstone and Jon Warren, Disability & Society
Vol. 21, No. 2, (March 2006), p. 117 および 'Disabled people, the reserve army of labour and welfare
reform', by Chris Grover and Linda Piggott, Disability & Society Vol. 20, No. 7 (December 2005),
p. 712, 714 は, 65 歳以上の障害者の 2/3 と就業年齢に達した 1/3 が有給雇用に就いており, 総合的雇
用率 74 パーセントに対し障害者は 48 パーセントで (House of Commons Work and Pensions
社会福祉論集 第 117 号
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Committee 2003), 障害給付を請求する 270 万人が半失業者であるとしている.
 その点鈴木前掲 ｢イギリス 1995 年障害者差別禁止法の実効性｣ 島大法学第 46 巻 2 号 (2002.8),
8.16.21 頁は, DRTF (Disability Rights Task Force) の政府に対する, 市民的権利に基づく勧告につ
いて論及している.
イギリス障害者差別禁止法における使用者の合理的調整義務と法的・実践的争点 (1)
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